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今年度より、国際会計基準、IFRSを適⽤しております。⽐較対象となる15年度の
数字もIFRSベースの数字に組み替えておりますので、ご注意ください。
なお、資料中に「事業セグメント利益」という科⽬がございますが、これは、⽇本基準
における営業利益に近い概念の利益指標であり、営業利益と合わせて、損益管理
の指標として開⽰してまいります。
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16年度第3四半期3ヶ⽉実績の概要です。

売上収益は、円ベースではマイナス8.1％、147億円の減収となる、1,666億円となりました。ただ
し、円⾼による影響が約マイナス200億円ありましたので、実質では2.9％の増収でした。

事業セグメント利益は、18.8％、35億円の減益となる147億円となりました。
円⾼による影響がマイナス38億円ありましたので、実質ではほぼ前年並みの⽔準となります。

営業利益は、47.5％、101億円の減益となる112億円となりました。
事業セグメント利益が35億円の減益となったことに加え、為替差損益が約52億円悪化したことが
主な要因となります。

親会社の所有者に帰属する四半期純利益は、22.9％、34億円の減益となる117億円となりま
した。

なお、昨年12⽉26⽇に公表した、「株式会社エクシングの完全⼦会社化に関するお知らせ」にあ
りますとおり、⼦会社のエクシングを100％⼦会社化することで得られる税効果会計上のメリットを
織り込んだ結果、純利益の⽔準が実態より⾼くなっております。
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第３四半期の事業セグメント利益の増減要因です。

前年同期に⽐べ、35億円の減益となっております。

まず売上増減の▲39億円の内訳ですが、
P&S事業で ▲26億円、
P&H事業で ▲ 4億円、
マシナリー事業で ＋ 5億円、
N&C事業で ▲ 9億円、
その他で ▲ 6億円となっております。

なお、P&S事業ですが、為替レートが９⽉末に⽐べ円安となった影響で、在庫未実現利益の消去額が増加したことが、
約30億円の減益要因となっています。

コストダウンのプラス14億円は、⼤半がP&S事業に関するものです。

為替影響のマイナス38億は、30億円がP&S事業、5億円がマシナリー事業、3億円がP&H事業となります。

販管費増減のプラス20億は、半分強がP&S事業、半分弱がN&C事業となります。

研究開発費は、全社では５億円の減少ですが、「収益⼒強化事業」であるP&S事業は10億円程度減少しています。
逆に、「成⻑領域事業」であるP&H事業、マシナリー事業などで２〜3億ずつ増加しております。

ドミノはドミノ事業に関する増減です。
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業績予想の修正についてです。

前回予想から100億円の引き上げとなる、6,400億円としております。
ほぼすべてが為替レートを円安⽅向に⾒直した影響です。
USドルは、105円を115円に、ユーロは115円を120円へと変更しています。

事業セグメント利益は前回予想から50億円の引き上げとなる、600億円としております。
こちらは為替の影響は15億円弱で、残りの30億強は、主にP&S事業の収益改善の状況を考慮し、
引き上げたものとなります。

営業利益の引き上げ幅が20億円となっていますが、ユーロの期末レートを115円から120円へと円安⽅向
に⾒直したことによる、為替予約に関する損失を織り込んだことが主な要因となります。

純利益については、第３四半期実績で計上したエクシングの完全⼦会社化による税効果の影響を織り込
んだこともあり、前回予想から40億円の引き上げとなる430億円としております。



8



9

<通信・プリンティング機器の本体・消耗品別の対前年売上伸び率（為替を除く）の内訳>

Q3(3ヶ⽉) Q3(累計) 通期

本体 +5% +5％ +6%

消耗品 ▲6％ ▲1% 0%

<通信・プリンティング機器の印字カテゴリー別の対前年売上伸び率（為替を除く）の内訳>

Q3(3ヶ⽉) Q3(累計) 通期

インクジェット フラット +2％ ＋1％

レーザー ▲2％ ＋2％ ＋3％

<通信・プリンティング機器の売上収益に占める消耗品⽐率>

Q3(3ヶ⽉) Q3(累計) 通期

消耗品⽐率 58% 59％ 60%

第３四半期は、地域別にみると、欧州がマイナス5.4％となっております。
これは主に、10⽉から実施した消耗品の値上げの影響で、セルインが値上げ前の第２四半期に前倒しと
なったことの反動減となります。
こういった要因を除けば、各地域とも概ね堅調に推移したと⾒ております。
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第３四半期は、⽶州がマイナス6.9%の減収となり、全体を押し下げる要因となっています。
⽶州ですが、リテールチャネルでの販売が弱かったことが、背景となっています。
価格帯の⾼い製品については、ほぼ計画線と堅調に推移しました。
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⼯業⽤ミシンは、円⾼の影響に加え、アジア地域での販売減の影響により、減収となりました。

産業機器は、昨年⼤きく落ち込んだ反動で⼤幅な増収となりました。
10⽉以降、受注の回復傾向が続いております。

⼯業⽤部品は、各地域ともまずまずという状況です。
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第３四半期は、新製品投⼊直後だった昨年に⽐べると減収とはなっていますが、ほ
ぼ想定どおりで、全体的には堅調に推移しました。
利益⾯は、構造改⾰の効果に加え、経費削減・店舗収益の底上げなどの取り組み
の効果もあり、増益となっております。
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主要通貨に対してポンド安となったことで、円建てでの売上は減収となりましたが、ポンドベースでは
⾼い伸びとなっております。⾜元では特に消耗品などのアフタービジネスが堅調に推移しており、現地
通貨ベースでも⼀桁半ば程度の増収となっております。

事業セグメント利益は、約40％増の15億円となりました。
為替のマイナス影響が５億円程度ありましたが、売上増による粗利増加により、増益となっておりま
す。



15




